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別紙 

１ 対象事業の概要 

(1) 事業者の名称等 

名 称：東京電力株式会社（以下「事業者」といいます。） 

代表者：取締役社長 西澤 俊夫 

所在地：東京都千代田区内幸町１丁目１番３号 

 

(2) 対象事業の名称及び種類 

名称：川崎火力発電所２号系列２軸，３軸設備増設計画（以下「本事業」といいます。） 

種類：電気事業法に規定する事業用電気工作物であって、発電設備の新設を伴う火力発電所の

変更（環境影響評価法に規定する第一種事業） 

 

(3) 対象事業の実施区域 

川崎市川崎区千鳥町５番１号（以下「計画地」といいます。） 

 

(4) 対象事業の目的 

事業者は、電力の安定供給・エネルギーセキュリティの確保を基本に、経済性・運用性及び

環境への適合などを総合的に勘案し、原子力・火力・水力を組み合わせた電源のベストミック

スを推進してきています。 

一方、平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災後、原子力発電所の停止等に伴い、電力

の供給力が大幅に減少したため、震災の被害を受けた設備の復旧や長期計画停止火力の運転再

開、事業者火力発電所敷地内におけるガスタービン等の緊急的な設置など供給力の確保に取り

組んでいます。 

ただし、事業者全体の火力発電設備の約４割は、運転開始から相当年数が経過した火力設備

（以下「経年火力」といいます。）であり、連続稼働等による計画外停止の可能性がある信頼

性の低い電源のため、新たな発電設備の導入を着実に進め、中長期的な需給バランス等を考慮

しながら、経年火力の稼働率低減や長期計画停止・廃止を行っていく必要があるとしています。 

また、化石エネルギー資源の枯渇だけでなく、二酸化炭素排出量の増加が世界的規模での課

題となっているため、化石エネルギーを用いる火力発電は、設備の更新や新設にあたって発電

設備の高効率化を進めていく必要があるとしています。 

これらの状況を踏まえ、「供給力確保への確実な対応」並びに「二酸化炭素排出抑制などの

観点からの発電設備の高効率化推進」を目的として、本事業を行うとしています。 

 

(5) 対象事業の内容 

川崎火力発電所は、昭和 43 年に営業運転を開始し、平成５年に設備の経年劣化に伴い



「1,500℃級コンバインドサイクル発電（MACC）」を採用した総出力 300 万キロワット（１号

系列 50 万キロワット×３軸、２号系列：50 万キロワット×３軸）の発電所への設備更新を計

画（当初計画）し、当時の環境影響評価手続きを経て、建設工事に着工しました。平成 21 年

２月に１号系列全軸が営業運転を開始し、平成 21 年 7 月に２号系列 1 軸の建設工事を着工、

平成 25 年２月に営業運転を開始する予定となっています。 

本事業は、事業者が発電設備の更なる高効率化の検討を進めた結果、世界最高水準の熱効率

である「1,600℃級コンバインドサイクル発電（MACCⅡ）」の採用が可能との見通しが得られ

たことから、当初計画を見直し、建設工事着手前の２号系列２軸，３軸を、MACC（各 50 万キ

ロワット）から MACCⅡ(各 71 万キロワット)に変更する計画とし、環境影響評価手続を実施す

るものです。 

ア 原動力の種類 

ガスタービン及び汽力（コンバインドサイクル発電方式） 

イ 発電出力 

２号系列２軸，３軸合計 142 万キロワット（71 万キロワット×２軸） 

ウ 燃料 

ＬＮＧ（液化天然ガス） 

エ 運転開始時期 

２号系列２軸：平成 28 年７月（予定） 

２号系列３軸：平成 29 年７月（予定） 

 

２ 地域の特性 

計画地は、京浜工業地帯を形成している臨海部の埋立地の工業専用地域に位置し、東側は大師

運河に、南側は京浜運河に接しています。また、西側にはちどり公園があります。計画地内は大

部分が発電設備と付帯構造物及び舗装道路等の人工構造物で占められています。 

計画地の西側近傍には、東扇島火力発電所、川崎天然ガス発電所、東日本旅客鉄道株式会社の

川崎発電所が稼働しています。また、西南約６キロメートルの横浜市鶴見区扇島には、扇島パワ

ーステーションが稼働しています。 

横浜市内で、本事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域における、平成22年

度の二酸化窒素濃度の状況は、一般環境大気測定局３局、自動車排出ガス測定局１局中全てにお

いて環境基準に適合していますが、「横浜市環境管理計画」で定める達成指標（環境基準の下限

値：１時間値の１日平均値が0.04ppm）には１局を除き適合していません。 

また、「横浜市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」に基づき、市民・事業者・市役所の

各主体が一体となって都市環境の整備や仕組みづくりを進め、化石燃料に過度に依存しない低炭

素社会の実現を目指しています。 

 



３ 審査意見 

環境影響評価の実施に当たっては、事業の内容及び地域の特性を考慮して、準備書に記載され

た事項に加え、次に示す事項に留意し行う必要があります。 

 

(1) 全般的事項 

本市域において、本事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域では、既存の事

業所に火力発電設備を設置しようとする場合には、既存設備の休止、廃止や改修などにより、事

業所からの窒素酸化物等の大気汚染物質の排出量が増加しないようにする取組がなされてきて

います。また、化石燃料の使用に伴い排出される二酸化炭素を削減していくために、横浜スマー

トシティプロジェクトをはじめ、地球温暖化対策に係る様々な取組が進められています。 

本事業では、排ガス中の窒素酸化物濃度は、高性能の予混合型低NOx燃焼器の採用などにより、

既存設備と同等の濃度に抑制することが可能としています。また、二酸化炭素については、今回

設置する発電設備は、熱効率の更なる向上により、発電電力量（kWh）当たりの二酸化炭素排出

量（以下、「二酸化炭素排出原単位」といいます。）を既存設備と比較して約４％低減すること

が可能としています。 

しかしながら、将来、当該発電所の発電設備の全てが稼動した場合には、年間の燃料使用量

（LNG）は現状の約160万トンから約290万トンに増加するとのことから、当該発電所から排出さ

れる窒素酸化物及び二酸化炭素の総量は増加します。 

したがって、事業の実施に当たっては、準備書に記載した環境保全措置を確実に実施すること

に加え、技術の進展に応じた最新機器の採用や設備の効率的な運転など、排出量の抑制につなが

る取組を継続的に実施していく必要があります。また、新たな発電設備の導入に伴い、経年火力

の稼働率低減や長期計画停止・廃止を確実に行うなど、事業者全体としての排出量の低減に取り

組んでいく必要もあります。  

 

(2) 環境影響評価項目について 

 ア 大気質 

施設の稼動に伴う窒素酸化物の本市域への影響については、二酸化窒素の将来寄与濃度を

加味した将来環境濃度が環境基準に適合している等から、小さいものと評価しています。 

しかし、「横浜市環境管理計画」で定める達成指標に適合していない本市域の状況を踏ま

え、排出量をできる限り抑制するために、最新技術の導入や排出ガス処理効率の向上を図る

などの環境保全措置を、継続的に講じていく必要があります。 

 

  イ 動物 

    計画地において、平成22年度にコチドリの営巣が確認されたため、当該項目を選定し、砂

礫質の裸地環境の維持、採餌場等として利用していた可能性のある仮設沈殿池の代替措置と



して水辺を整備するなどの環境保全措置を講ずるとしています。 

しかし、平成23年度に営巣が確認されていない状況では、現況に基づき実施するこれらの

措置は、営巣を保障できるものではなく、措置による効果の不確実性はあるといえます。 

したがって、工事中及び供用時において事後調査を実施し、環境保全措置の効果の検証を

行う必要があります。なお、事後調査の結果を踏まえた環境保全措置の実施及び終了の判断

については、専門家の助言を受けるなど客観的・科学的根拠に基づき行うよう努める必要が

あります。 

 

  ウ 温室効果ガス等 

世界最高水準の高効率コンバインドサイクル発電方式の採用などの環境保全措置により、

二酸化炭素排出原単位を可能な限り低減することで、事業者全体の二酸化炭素排出量の抑制

に繋げていくとして、本事業の当該発電所における二酸化炭素排出原単位の具体的な低減計

画を示しています。 

供用時において、低減計画の達成状況を適切に把握するとともに、その結果について分か

りやすくまとめ、公表する必要があります。 

 

(3) その他 

 事業の実施による環境影響や環境保全措置の効果を把握するため、工事中及び供用時に環境監

視の計画をしていますが、その結果について分かりやすくまとめ、公表する必要があります。  


